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不動産情報ライブラリ
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新たなサービスを生み出す 「不動産情報ライブラリ」

複数の情報を地図上で一元的に利用可能

国土交通省は2024年4月、円滑な不動産取引促進の観点から、オープンデータを活用したWebGIS（地理情報
システム）である「不動産情報ライブラリ」の運用を開始しました。
このシステムは、パソコンやスマートフォンからインターネット上でアクセスすれば、誰でも自由に閲覧可能で、不
動産に関する様々な情報（価格、地形、防災、周辺施設、都市計画、人口等）を選択によって一つの地図上に重
ね合わせて表示できることから、その使い易さが好評を博しています（図表１）。

不動産DXの進化が新たなビジネスチャンスに 図表2 ライブラリの利用イメージ

（資料）国土交通省「不動産IDを起点とした情報連携がもたらす社会」、「不動産情報ライブラリ」より当部作成

図表1 不動産情報ライブラリの主な掲載情報

「不動産情報ライブラリ」は民間事業者等とのシステム連携も可能と
しています。すなわち、事業者はライブラリ内の登録申請画面で利用
を申請すれば、自社のシステム上で上記データを表示することが可能
となり、新たなサービスへの活用も考えられます（図表2）。
因みに、このシステム連携の利用申請者数（2024年6月23日現在）
は2ヵ月半で既に1,854者に達しており、保険や通信、マスコミ、運輸な
ど不動産関連以外の業種においても利用が広がっています。

（資料）国土交通省「不動産ＩＤを起点とした情報
連携がもたらす社会」より当部作成

わが国では現在、不動産DXの一環として、全ての土地・建物に番号
を付与し特定する「不動産ID」の活用実験が行われています（経済産
業Report 2023年12月5日Vol.34参照）。そして、国土交通省は、この
「不動産ID」を起点に、建築・都市分野の多様なデータ連携を推進し、
効率的なビジネスと行政施策の展開に繋げていく計画です。
この度スタートした「不動産情報ライブラリ」を含め、関連情報の幅広
い連携が、不動産業のみならず多くの業種の新たなビジネスチャンス
創出の基盤として広がることが期待されます。
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